岐阜県障害者（児）福祉関係施設等整備費補助金申請要領
　　　　

県から岐阜県障害者（児）福祉関係施設等整備費補助金の交付を受けて社会福祉施設の整備を行う社会福祉法人（既に社会福祉法人の認可を受けている者（以下「既設の社会福祉法人」という。）、社会福祉法人の設立を予定している者（以下「新設の社会福祉法人」という。）を含む。）及び社会福祉法人以外の法人（以下「その他の法人」という。）（以下「法人」という。）の基準並びに所要の手続き等については、「岐阜県障害者（児）福祉関係施設等整備費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）」による他この基準による。
第１　補助対象となる法人の基準

　１　法人の適格性
　　事業主体となる法人は、下記の適格性を有していること。
　　（１）既設の社会福祉法人の場合
　　　ア　社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第40条第1項各号（第44条第1項で準用する場合を含む。）に掲げる者が評議員及び役員に含まれていないこと。
　　　イ　「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日障第890号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社援第2618号厚生省社会・援護局長、老発第794号厚生省老人保健福祉局長、児発第908号厚生省児童家庭局長連名通知）及び「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日障企第59号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、社援企第35号厚生省社会・援護局企画課長、老計第52号厚生省老人保健福祉局計画課長、児企第33号厚生省児童家庭局企画課長連名通知）の規定に違背しないこと。

　　　ウ　法人監査（法第56条第１項）、施設監査（法第70条、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第46条第１項等）、指定障害福祉サービス事業者等指導監査（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第48条）等において、過去に法令違反などの重大な違反がなく、また複数年にわたって指摘されながら是正される見込みのない事項が存在しないこと。

　　（２）新設の社会福祉法人の場合

　　　ア　法第40条第1項各号（第44条第1項で準用する場合を含む。）に掲げる者が評議員及び役員に含まれていないこと。
　　　イ　「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日障第890号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社援第2618号厚生省社会・援護局長、老発第794号厚生省老人保健福祉局長、児発第908号厚生省児童家庭局長連名通知）及び「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日障企第59号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、社援企第35号厚生省社会・援護局企画課長、老計第52号厚生省老人保健福祉局計画課長、児企第33号厚生省児童家庭局企画課長連名通知）の規定に違背しないこと。

　　　ウ　所轄庁における法人設立認可に係る審査が終了している又は終了する見込みであること。
　　（３）その他の法人の場合
　　　ア　欠格事由に該当する役員を有しないこと。

　　　イ　法人の設立に係る基準に違背していないこと。

　　　ウ　法令に基づき実施される所轄庁の監査・実地指導等において、過去に法令違反などの重大な違反がなく、また複数年にわたって指摘されながら是正される見込みのない事項が存在しないこと。
　　　エ　法令に基づく事業報告（決算書類等含む。）の提出を怠っていないこと。
　２　法人の財政状況
事業を実施するために必要な下記の資金を有するとともに、施設開設後、健全で安定的な運営が見込まれる収支計画となっていること。

　　（１）資金の種類
　　　ア　建設資金
　　　　　建設資金は、施設整備（設計監理を含む。）、設備整備及び土地取得に必要な資金をいう。

　　　イ　運転資金

　　　　　運転資金は、施設開設後収入が安定するまでに必要な資金をいい、要綱第４条第１項第２号の定めるところにより、年間事業費の12分の2以上に相当する額を確保しなければならない。
　　　　　なお、年間事業費は、開業後３年度目（事業開始が年度途中の場合は４年度目）の事業活動収入を基準に積算することとし、社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日厚生労働省令第79号）及び関連通知に定める拠点区分資金収支計算書（第１号第４様式）及び拠点区分資金収支明細書（別紙3⑩）若しくは事業活動明細書（別紙3⑪）又は採用する会計原則に従い、整備の属する会計年度及び次の３年度分（事業開始が年度途中の場合は４年度分）に係る収支予算書を作成し提出すること（大規模修繕等など既に開業している施設に係る整備を除く。）。
　　　ウ　開業資金

　　　　　開業資金は、施設開設までに必要な資金をいい、法人の登記に要する費用、法人本部の事務所等維持に要する費用、工事の入札実施、契約に要する費用、官公署等との連絡、相談に関する費用、職員の募集に要する費用、開業までに要する職員の人件費等（各種手当、法定福利等を含む。）、利用者等の募集に要する費用、施設の広告宣伝、広報、地域との交流、開所の式典等に要する費用、独立行政法人福祉医療機構等からの借入に要する費用（保証料、印紙代等）、その他法人が負担すべき費用を確保しなければならない（大規模修繕等など既に開業している施設に係る整備を除く。）。
　　（２）資金の財源

　　　ア　財源は、国、県その他地方公共団体及び民間公益補助事業者等からの補助金等、独立行政法人福祉医療機構等からの融資、法人内部留保金（法人預貯金から既存施設等の運転資金（前年度事業活動支出額の12分の1相当額）及び借入金がある場合は１月分の返済額を除いた金額。ただし、新設の社会福祉法人を除く。）並びに寄附金とする。

　　　イ　自己資金は、財源から国、県その他地方公共団体及び民間公益補助事業者等からの補助金等を差し引いた額とする。ただし、独立行政法人福祉医療機構が制度的補助金でないと認めたものを除く。

　　　ウ　借入を原資とする寄附及び財源が明らかでない寄附はこれを認めない。

　　　　　なお、有価証券又は土地等を寄附財源とする場合は、県が指定する日までに換金しなければならない。

　　　エ　自己資金のうち融資でまかなう場合の借入先は、原則として独立行政法人福祉医療機構及び同機構と協調融資を行う民間金融機関とする。ただし、同機構以外の民間金融機関等のみから借入を受けようとする場合は、その必要性、妥当性及び適法性に問題がないことを個別審査するため、理由書、借入内容及び借入条件等の説明資料を県へ提出すること。

　　　オ　事業費における借入金の合計額は、建設資金より法的、制度的補助金（国庫補助金、県補助金、市町村補助金及び民間公益補助金等）を控除した金額の10分の9を上限とする。

　　　カ　運転資金及び開業資金については借入を認めない。
　３　事業実施に向けた調整

　　事業実施に向けた下記の調整が完了していること。
なお、大規模修繕等など既に開業している施設に係る整備については、県と協議の上、整備内容に応じて一部を省略することができる。
（1） 調整事項
ア　県及び市町村が策定する障害福祉計画との整合性がとれた事業計画であること。
イ　市町村に対し、事前に事業計画（施設概要、資金計画、収支計画、法人の役員構成等）を提出し、十分に調整が行われているものであること。

　　　ウ　事業計画について、地域住民等（住民、自治会、隣接地権者等）に対する説明会を開催するなど、理解促進の取り組みが行われていること。
　　　エ　建設予定地について、各施設種別の目的に則した立地条件を考慮して選定され、当該用地の確保が確実であること。
　　　オ　都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、農地法、国有財産法、消防法、砂防法等の各種法令等による規制等が有る場合には、必要な許認可等を得ること。
　　
第２　補助協議
　１　補助金協議書の提出

岐阜県障害者（児）福祉関係施設等整備費補助金協議書及び添付書類については、別に指定する期日までに県に提出するとともに、その副本を市町村に提出すること。

　２　補助金協議書の変更

　　補助金協議書提出から補助金の内示までの間に補助金協議書の内容を変更したときは、その都度県へ変更届を提出するとともに、その副本を市町村に提出すること。
　　なお、法人内部留保金の変更、寄附者の変更、筆頭寄附者の変更、寄附金と法人内部留保金との総額の２分の１を超える寄附額の変更、土地取得予定地等の変更その他県が必要と認める場合は、事前に県に協議のうえ、改めて補助金協議書を提出しなければならない。

３　一体審査

協議のあった施設整備計画と並行して別の施設整備計画を有している場合は、当該事業に係る資金計画及び自己資金等を含めて審査を行う。
４　現地確認

　　　県は、原則、法人の役職員（新設の法人の場合は、設立代表者、設立事務担当者）、土地所有者及び市町村職員の立会いのもと、建設予定地の現地確認を行う。

　　　なお、県は、大規模修繕等など整備内容に応じて、書面（要写真添付）により代える場合又は、市町村職員の立会いを求めない場合がある。
５　市町村長の意見書

　　　県は、法人から提出のあった補助金協議書について、市町村長に対し意見書（別記様式）の提出を依頼する。

第３　寄附履行確実性の審査

寄附がある場合は、その履行が確実であることを下記により審査する。（市が行う法人設立認可の審査において寄附履行確実性の審査が行われたものを除く。）
なお、審査の結果、寄附の履行が困難であると判断した場合には、資金計画の見直し（寄附額の変更等）を求める。

　１　「資産・負債申立書」の作成

　　  寄附予定者ごとに別記「資産・負債申立書」を作成し提出すること。
　２　寄附予定者との面接

　　　県は、施設用地又は100万円以上の寄附予定者と面接を実施し、財源及び寄附の意思その他事業実施上必要な事項について聴取する。
　３　第三者による評価

　　　県は、寄附財源及び寄附履行能力を確認するため、寄附予定者が法人（概ね純資産５億円未満かつ直近年度の税引き前利益３億円未満の法人に限る。）の場合は、計算書類について中小企業診断士の資格を有する者等に調査確認を依頼する。
第４　内示後の手続

　１　財産の移転

　　内示を受けたときは、１週間以内（新設の社会福祉法人の場合は、法人設立認可後２週間以内に法人設立登記を行い、登記完了後１週間以内）に贈与財産の移転を受け、かつ、その移転を終了した後１週間以内にこれを証明する書類を添えて財産（資金）移転完了届（別記様式）により県へ報告すること。

　　なお、上記手続が完了しない場合、工事の入札公告を認めない。

　　ただし、岐阜県共同募金会の受配者指定寄附制度を利用する場合はこの限りではないが、寄附の履行までの間、運用財産報告書にその旨を記載し報告するとともに、入札・契約後30日以内に指定寄附申請を行うとともに、共同募金会から「指定寄附申請受理書」の交付を受け、その写しを速やかに県に提出するものとする。
　２　会計責任者及び出納職員の選任

　　法人は、補助金の内示を受けたときは、速やかに当該事業の会計責任者及び出納職員を選任し、１週間以内に選任したことを証する書面を添えて会計責任者及び出納職員の選任届（別記様式）により県へ報告すること。
　３　設計審査結果報告書の提出

　　実施設計について、県が適当と認める第三者専門機関の審査に付した場合、当該機関が作成する設計審査報告書を県の求めに応じて、提出すること。

　４　運用財産報告書等の提出

　　（１）法人は、整備する施設の属する拠点区分において収支計算を行うとともに、財産を建設資金、運転資金、開業資金ごとに区分し、預金口座を分けて管理すること。（整備に充当する財産のうち法人内部留保金は、原則、内示の後１週間以内に上記預金口座に入金し、それぞれ別に管理すること。）

　　　　　なお、各資金は他の資金に流用してはならない。ただし、建設資金については、入札差金（借入金相当分を除く。）が生じた場合は、その範囲内で、県の事前承認を得たうえで流用を認める。
　　（２）建設資金に係る支出は、債権者の預金口座への振込によるものとし、現金支出は認めない。

　　（３）法人は内示後、原則１週間以内及び毎月15日までに前月（分）の運用財産報告書（別記様式）及び支払証拠書類、支払済資金一覧表、支払計画書、建設資金口座通帳の写しその他県が指示した書類を提出しなければならない。この場合、運用財産報告書等の提出は建設資金、運転資金、開業資金ごとに、資金移動のない場合も含めて提出しなければならない。なお、運用財産報告書は、監事、監査役を設置している法人にあっては、監事、監査役の審査を受けた上で内容が適正である旨の監事又は監査役の報告を添付して提出すること。

５　事業の着手

補助対象事業の着手は、原則として、要綱第７条の規定による補助金の交付決定の通知（以下「交付決定通知」という。）に基づき行うものとする。

ただし、事業の効果的な実施を図るうえで、緊急かつやむを得ない事情により、交付決定通知の前に事業着手する必要がある場合には、あらかじめ県と十分調整を図ったうえで、補助金交付決定前事業着手届（別記様式）を県に提出することで着手できるものとする。

　　なお、この場合において、補助事業者は、次の条件を了承のうえ着手しなければならない。

　　　ア　要綱第６条に規定する補助金交付申請書を県に提出していること。

　　　イ　交付決定通知までに生じたあらゆる損失等は自らの責任とすること。

ウ　交付決定通知を受けた補助金額が内示額又は交付申請額に達しない場合においても、異議がないこと。

　　　エ　交付決定通知まで、計画変更は行わないこと。

　６　工事に関すること

　　（１）県の公共工事に準拠した手続

　　　　　建設工事に関する契約については、県の公共工事における契約手続に準拠した取扱いをすることとする。

　　　　　ただし、この基準によりがたい特別な事情がある場合は、各種法令等の範囲内で、その理由及び契約事務の公正性及び妥当性が十分に担保できる他の方法について理事会（その他の法人は法人の意思決定機関）において十分協議し、その記録を詳細に残した場合に限り、その方法を採ることができる。

　　（２）入札に関すること

　　　ア　建設工事請負契約に関し、一般競争入札を行う場合は、入札公告前に入札参加資格要件、入札公告文案及び確定した設計金額を県に届出・報告し、公告後は、公表紙面の写しを提出すること。

　　　　　また、指名競争入札を行う場合は、指名通知前に「指名競争入札選定業者事前報告書」（別記様式）を提出すること。

　　　イ　一般競争入札の公告は新聞等（日刊建設工業新聞、日刊建設通信新聞、建通新聞等）において公表すること。

　　　ウ　法人は、法人の評議員、理事、監事、職員その他の法人関係者（社会福祉法施行令第13条の2に定める特別の利益を与えてはならない社会福祉法人の関係者）が役員に就任している業者など法人関係者と特別の利害関係を有する者から入札参加資格申請があった場合は、入札の透明性及び公正性を確保する観点から、当該申請者が入札参加資格要件に合致しているかどうかについて厳正に審査を行うこと。

　　　エ　法人は、入札に監事及び複数の理事（理事長を除く。）又は評議員を立ち会わせること。この場合、大規模修繕等の工事等を除き、地元市町村に対し、職員の立会いを求めることも適当であること。

　　　　　社会福祉法人以外の法人は、監査役及び役員（法人の代表権を有する者を除く。）を立ち会わせること。
　　　オ　入札が適正に行われた場合は、立会人全員の署名とともに、入札執行一覧表（別記様式）により入札結果（入札参加業者名、入札金額及び落札金額）を県に提出すること。

　　　カ　契約締結の日から起算して１年を経過する日又は補助事業を完了した年度の末日のいずれか遅い日までの間、入札結果を閲覧の方法等で公開すること。

　　（３）その他

　　　ア　契約締結後速やかに、県へ建設工事契約の内容を報告すること。

　　　イ　建設請負業者が工事の一部を下請業者に行わせる場合には、下請業者選任届（別記様式）により下請業者の商号又は名称その他必要な事項を報告すること。

　　　ウ　工事の着工後速やかに工事着工届（要綱別記様式）を県に提出すること。

　　　エ　設計監理業者の建築士事務所登録証明書を提出すること。

なお、基本設計にかかる証明書は補助金協議書に添付することとし、実施設計及び工事監理にかかる証明書は契約締結後速やかに提出することとする。

　　　オ　設計変更を行う場合は、県の公共工事における取扱いを参考に、変更指示書、工事監理者承諾書、変更箇所項目図及び変更工事内訳書その他設計変更の詳細がわかる書類を整備すること。

　　　カ　施設の規模、構造、間取り等重要な変更を行おうとする場合は、設計監理業者が作成する理由書に、理事会議事録（その他の法人は意思決定機関の議事録。以下同じ。）、補正予算書及び財源内訳書を添付した変更工事事前協議書（別記様式）を提出し、県の承認を得ること。

　　　キ　計画外の工事が必要になった場合は、設計監理業者による理由書に、理事会議事録、補正予算書及び財源内訳書を添付した計画外工事事前協議書（別記様式）を提出し、県の承認を得ること。

　　　ク　事業計画表に添付して提出した工程表の出来高が20～30％となった時点（以下「基礎工事完了時点」という。）及び完了時（躯体の立ち上げを伴わない大規模修繕等の工事等は完了時のみ）に、それぞれ工事中間届（要綱別記様式）及び工事完了届を（要綱別記様式）県へ提出すること。
　　　ケ　中間・完了検査で目視により確認できない隠蔽部分を含め、基礎等の工事写真を県へ提出すること。

第５　検査
　１　中間、完了検査

　　県は、基礎工事完了時点及び完了時点（躯体の立ち上げを伴わない大規模修繕等の工事等は完了時のみ）において、計画に従った建設の進捗状況を技術的及び事務的見地から確認するための検査を実施する。

　２　履行検査の実施
　　県は、補助金の交付後に第４の４に示す運用財産報告書等により、補助事業に係る資金収支が計画どおり行われたかを確認する。

３　契約の適正な履行の確保
（１）検査
　　　    法人は、工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な検査をしなければならない。
（２）検査における契約相手方の立会
法人は、建設資金に係る支出の検査を行う場合は、契約の相手方を立ち会わせるものとする。
（３）検査調書の作成
法人は、検査に際しては検査者を定め、建設資金及び開業資金の支出に関しては検査調書（別記様式）を遅滞なく作成しなければならない。ただし、契約金額が100万円（建設工事に限っては150万円）を超えないものその他検査調書を作成することが適当でないと認められるものについては、契約の相手方の履行についての届出書等の余白に検査済の旨及びその年月日を記載し、検査者が署名又は記名押印することでこれに代えることができる。
第６　監査

　１　選定前監査

県は、内示の前に既設社会福祉法人（岐阜県知事が所轄庁となる法人に限る。）を対象に、法人運営上、補助金の交付対象法人として選定することが適当でないと判断されるような著しく適正さを欠く事実がないかを確認するため、補助金交付対象法人選定前監査を実施する。ただし、直近（概ね１年以内）に実施された選定前監査又は法第56条第１項に基づく法人指導監査の結果、特に大きな問題がないと判断される場合は、実施しないこととすることができる。

　２　交付前監査

　　県は、完了検査とは別に補助金の交付前に法人運営上、補助金を交付することが適当でないと判断されるような著しく適正さを欠く事実がないかを確認するため、補助金交付対象法人交付前監査を実施する（岐阜県知事が所轄庁となる社会福祉法人に限る。）。
第７　その他

１　義務が履行されない場合等の措置

　　法人が義務を履行しない、虚偽の報告を行う、又は正当な理由がないのに県の指示に従わないなどの場合は、事業を遂行すべきこと、事業の一時停止又は是正措置を命ずる他、法令の規定に従い必要な措置を行う。

　２　施設の設置認可等

　　法人は、実施する施設種別ごとに設置認可申請書又は施設設置届を県等に提出すること。

　　また、法人は、施設の設置認可を受けた後、事業を開始したときは事業開始届（岐阜県指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則第６号様式（第９条関係）又は岐阜県児童福祉法施行細則第15号様式の16（第5条の15関係））を県等に提出すること。
３　工事請負費等の支払
法人は、原則、補助金受入後、工事業者からの請求により、経理規程等で定めた支払期日までに工事請負費等の支払を行わなければならない。
附則

　　この要領は、平成２７年４月１日から施行する。

　　平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間、第１　２．（２）オについて、「１０分の８」を「１０分の９」へ読み替える。　

※当該規定については、独立行政法人福祉医療機構の貸付上限額をふまえ、毎年見直しを行うこと。

附則

　　この要領は、平成２８年４月１日から施行する。

　　平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間、第１　２．（２）オについて、「１０分の８」を「１０分の９」へ読み替える。

附則

　　この要領は、平成２９年２月３日から施行する。

　附則

　　この要領は、平成２９年４月１日から施行する。
　附則

　　この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

　附則

　　この要領は、令和３年４月１日から施行する。
　附則

　　この要領は、令和６年４月１日から施行する。

